公園を廃止するための法律

公園を廃止するには都市公園法第16条によらなければならない。

第十六条 　公園管理者は、次に掲げる場合のほか、みだりに都市公園の区域の全部又は一部について都市公園を廃止してはならない。 

一 　都市公園の区域内において都市計画法 の規定により公園及び緑地以外の施設に係る都市計画事業が施行される場合その他公益上特別の必要がある場合 

二 　廃止される都市公園に代わるべき都市公園が設置される　場合 

三 　公園管理者がその土地物件に係る権原を借受けにより取得した都市公園について、当該貸借契約の終了又は解除によりその権原が消滅した場合 
参考　　　「公益上特別の必要がある場合」について

「公益上特別の必要がある場合」とは、その区域を都市公園の用に供しておくよりも、他の施設のために利用することの方が公益上より重要と判断される場合のことである。

その判断に当たっては客観性を確保しつつ慎重に行う必要がある。例えば土地収用法第４条においては、同法又は他の法律によって、土地等を収用し、又は使用することができる事業の用に供している土地等は、特別の必要がなければ収用し、又は使用することができない旨規定しているが、都市公園法第１６条で規定する「公益上特別の必要がある場合」においても、少なくとも土地収用法第４条に規定する程度の特別の必要が求められると考えられる。　　　　　　（注）文京区内で土地収用法の適用された事例はない。教育委員会回答

 [ 都市公園法運用指針　平成16年12月　国土交通省都市・地域整備局 ]

都市計画公園がまるごと廃止され、地域から消えた例

私たちが都内23区すべてに電話取材した結果、新大塚公園廃止計画のように,地域社会から公園が消えた例はない。一部付け替えたり、一部を至近距離に移転しても使用勝手がよくなったり、面積も広がる事例が大部分である。

但し、文京区でそっくり廃止した例が2例ある。　　新大塚公園の廃止は3例目となる。

一部付け替えなどの他区の例

千代田区　　　2263㎡の神田児童公園に出張所を建設し、その建物の敷地面積（124㎡）を350mはなれた寄贈された土地に買い増す形で387㎡の新公園を造った。

港区　　　　　都市公園のグランドの半分近くを隣接小学校に貸している。学校終了後一般公園に戻す形の使用。

新宿区　　　　道路計画用地のため移動　それぞれ134㎡，503㎡の公園が移動した

江東区　　　　学校敷地をはさんで片側の公園（3,300㎡）の一部（1800㎡）が道路使用され、同じ地区の学校の反対側に1800㎡を加えた公園をもう一ヶ所造った。

台東区　　　　入谷南公園3910㎡の一部のプールが道路建設のためなくなり、その敷地分を含めた形で100ｍはなれた地区に松ヶ谷梅ヶ島公園（445㎡）を造った。

中野区　　　　6000㎡の公園を25000㎡の公園にするため付け替え

渋谷区　　　　公園（1225㎡）の一部に高齢者施設を建設するため705㎡を使用し、道（15m幅）を隔てた反対側に同面積の公園を造った。町会が違うため紛糾し、区長が現地に乗り込んで調整して解決。

足立区　　　　昭和32年以前からの計画の公園用地（15000㎡、復員者住宅として大部分が占有されていた）と道路計画が重複していたため、500ｍ先の工場跡地（20000㎡）に都市公園を造る。

品川区　　　　都市計画の“種地”として都市計画の網掛けをしてない公園（7000㎡）を廃止した例がある

板橋区　　　　一部分を廃止した2つの公園の例、　1000㎡前後の公園の水路上にある部分(ごく一部)を廃止、

	文京区　　　①　大正15年に開設された、47年の歴史ある新花公園(2947㎡)が、昭和46年、すべてが廃止され、湯島小学校の体育館の用地になる。地域には区道をはさんで造られた“新”新花公園（1036㎡）が残った。法で求められている残りの面積（1900㎡）の代替公園は直線距離で7ｋｍ、湯島から徒歩1時間、文京区を横断した地点、音羽を見下ろす関口台公園（5225㎡）に算入され代替公園となる。

（誘致距離規定250ｍが当時あったかどうか不明）

　　　　　　②　昭和53年に開設された駕町公園が村田女子学園の建設のため、平成10年廃止され代替公園は道を挟んだ反対側に作られた。面積は997㎡から826平米に減少している。


新大塚公園廃止計画の代替公園候補地の問題点

新大塚公園の廃止に伴う代替公園は、統合対象の五中、七中いずれかの学校敷地が予定されている。いずれも傾斜地の階段状敷地、高台上に位置するため、新大塚公園の平坦地を使用している車椅子利用者、高齢者の使用は不可能、もしくは過酷な状況が予想される。なお新大塚公園面積　　5728㎡である。

五中跡地を公園にした場合　　

道路で２分されている。　　東側(体育館用地)　 2300㎡(法面含む？)

　　　　　　　　　　　　　　　　　西側　　　　　　  5100㎡(法面含む？)

 代替面積を確保するためには、地域利用者が多い、新しい(建築後24年)体育館を取り壊さなければならない。

服部坂の途中に位置するため、利用者は坂道を上り下りする必要に迫られる。坂道は幹線道路に傾斜のまま接しているため、車椅子、自転車、三輪車、バギー等の事故、利用ミスは事故に直結しやすい。

また、現在、新大塚公園を利用している者の大部分は、五中跡地が公園となった場合、ガードレールのない交通量の多い一方通行路の狭い道（最狭部４．３１ｍ、歩道幅９０cm～）と坂を使用しなければならず、700ｍ余の遠距離とあわせ、利用環境、安全性は格段に悪くなる。

五中を挟んで、東に200ｍに近隣公園の小日向公園、西に300ｍに風致公園の江戸川公園があり、一方小日向２、３、４丁目には街区公園（＊）がなくなり、公園が偏在することになり、代替とはならない。

七中跡地を公園にした場合
　　　面積は7000㎡余あり代替面積は確保するも、台地状の上に位置し、利用者はすべて坂道を使用しなければならない。また土地の形状は、一本の坂道に続く袋小路になり、利用者以外視界に入らず、子供たちの安全面で問題があり、夜間閉鎖の公園になる可能性さえある。また街区公園（＊）として、現在の使用者の誘致距離からさらに遠くなることからも代替公園としては条件を欠くと思われる。

　　（＊）街区公園とは・主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園は、街区内に居住する者が容易に利用することができるように配置し、誘致距離250ｍの範囲内で1箇所当たり面積0.25haを標準として配置。誘致距離に関しては平成15年廃止しているが、ガイドラインとして使われている。
新大塚公園を廃止するための手続き

文京区の都市計画課と東京都都市整備局基盤部施設課との協議の上、都知事の同意書を得た後、文京区都市計画審議会で廃止が認められると、区議会で廃止に関する条例が可決されて廃止となる。
